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山﨑 栄 無所属 1,161

森 亘 644 

大坪 国広 日本共産党 984 

吉野 一夫 無所属 603 

村上 嘉男 無所属 958 

石川 修 無所属 568 

村山 正利 無所属 924 

髙水 永雄 無所属 554 

古宮 郁夫 無所属 877 

近藤 浩 無所属 500 

小川 龍美 公明党 854 

齋藤 成宏 民主党 459 

下野 義子 公明党 839 

谷 四男美 無所属 391 

原 隆夫 公明党 819.531 

髙橋 洋子 無所属 387 

原 成兆 無所属 722.468 

小野 芳久 無所属 341 

小山 典男 無所属 
無所属 

703 

角田 統領 大統領会 62 

氏名 党派名 得票数

 町議会議員選挙結果
  開票は、４月 26 日午後９時から町民会館で行われま
した。投票率は、前回（平成 23 年 4月 24 日）の　
44.64％を上回りました。開票の結果は次のとおりです。

【投票率】
50.35％　（男 48.06％　女 52.72％）

問合せ　選挙管理委員会（総務課内）　　　557－0614

＜得票順・敬称略＞…当選者
候補者別得票数
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　平成 27年度国民健康保険税納税通知書について

　世帯内に１人でも国民健康保険加入者がいると、世帯主が納税義務者
となります。これを擬制世帯主 (ぎせいせたいぬし）といいます。７月上
旬に国民健康保険加入者がいる世帯主の方に、国民健康保険税納税通知
書が送付されます。
支払方法
　１年間の国民健康保険税を８期に分けて納付書もしくは口座振替に
てお支払いいただく「普通徴収」と、お受け取りになる年金額からあらか
じめ日本年金機構が保険税を差し引いて町に収める「特別徴収」の２通
りの方法があります。年金からお支払いいただく「特別徴収」は、申請す
ることで「普通徴収」に変更することができます。
保険証の更新
　今年は２年に１度の保険証の更新年です。新しい保険証は、９月上旬
に住民登録をされている住所に簡易書留郵便で送付します。詳しくは、
後日、「広報みずほ」や町ホームページでご案内します。

　納め忘れにご注意を

　国民健康保険は、病気やけがをしたとき安心して医
療機関や薬局にかかれるように、加入者の皆さんが普
段からお金を出し合い、お互いに助け合っていこうと
いう制度です。
　加入者の皆さんに負担していただく保険税は重要
な財源です。安心して暮らしていくために、必ず納め
ましょう。

　国民健康保険の医療費は、加入者の高
齢化により年々増加しています。その一
方で、それに見合った保険税収入が確保
できず、恒常的な財源不足が続いていま
す。この不足を補うため、毎年、町の一般
会計から繰入金という形で赤字補てんを
しています。
　一般会計は町税を主な財源としている
ため、赤字補てん額をこのまま増やし続
けることは、国民健康保険に加入してい
ない方への住民サービスに大きな影響を
与えます。

　国民健康保険医療費の現況　
平成 27年 4月から国民健康保険税率を
改定・課税限度額の引き上げ
　現状のままでは医療給付費の増加など国
民健康保険財政が危機的状況を迎えること
になります。持続可能な医療給付を行うた
めに、有識者・保険医・加入者代表で構成
する「国民健康保険運営協議会」で検討し、
保険税率の改定案を策定しました。議会に
おいて、改定率３．４９％の提案が可決さ
れ、保険税率を改定することになりました。
また、法律等の改正により課税限度額につ
いても、基礎課税額１万円、後期高齢者支援
金等課税額１万円、介護納付金課税額２万
円をそれぞれ引き上げます。課税限度額の
合計額が８１万円から８５万円になりま
す。

　国民健康保険税の均等割額の軽減措置
拡大として、５割軽減の対象となる世帯の
軽減判定所得の算定について、被保険者１
人当たり２６万円（１万５,000 円増）に引
き上げます。２割軽減の対象となる世帯の
軽減判定所得の算定についても、被保険者
１人当たり４７万円（２万円増）に引き上
げ、低所得者の負担緩和を図ります。
　世帯主（世帯主が国民健康保険加入者
でない場合も含む）、その世帯の国民健康
保険加入者および特定同一世帯所属者
（後期高齢者医療制度に移行する直前の
医療保険が国民健康保険の方です）の総
所得金額等の合計が下表の基準以下の場
合は、均等割額が軽減されます。
　なお、所得未申告の方がいる場合は、軽
減が適用されません。

国民健康保険税の軽減措置の拡大

平成27年度国民健康保険税

問合せ　住民課　　557―7578

※75歳になると…国民健康保険加入者が 75歳になると、誕生日当日から後期高齢者医療制度に加入となり、国民健康保険の　
　　　　　　　　  資格を喪失し、誕生月分からの後期高齢者医療制度の保険料を納めることになります。

※国民健康保険税は、医療給付費分、後期高齢者支援金等分、介護納付金分を合算した金額です。
　なお、介護納付金分は４０歳から６４歳までの方が対象です。
※所得割の税率、１人あたり均等割額は、７月に送付される納税通知書に同封される「国民健康保険のしおり」で確認してくださ
い。

年税額 ＝ 92,400 円 ＋ 24,700 円 ＋ 38,400 円 ＝ 155,500 円（国民健康保険税）

【国民健康保険税の計算例】

　　所得割額 ＝ 課税標準所得額 × 所得割の税率
　　均等割額 ＝ １人あたり均等割額 × 加入者数

（　）内は、平成 26年度の金額です。

＜例＞夫（58歳）前年給与収入 222 万円（所得額 137 万 4,000 円）、妻（56 歳）前年収入なし
　　　課税標準所得額 ＝ 前年総所得金額等 (1,374,000 円 ) ― 基礎控除額 (330,000 円 ) ＝ 1,044,000 円

区　　分

所得割額 1,044,000 円×4.74%≒49,400 円

21,500 円×2人＝43,000 円

49,400 円＋43,000 円＝92,400 円

1,044,000 円×1.26%≒13,100 円

5,800 円×2人＝11,600 円

13,100 円＋11,600 円＝24,700 円

1,044,000 円×1.40%≒14,600 円

11,900 円×2人＝23,800 円

14,600 円＋23,800 円＝38,400 円

均等割額

計

医療給付費分 後期高齢者支援金等分 介護納付金分

軽減割合
７割 ３３万円

３３万円＋２６万円（２４万５,000 円）×加入者と特定同一世帯所属者の数
３３万円＋４７万円（４５万円）×加入者と特定同一世帯所属者の数 

５割
２割

軽減対象となる所得基準
均等割額の軽減措置について

���������	
����

82億4,122万円

収入済総額

民 生 費

教 育 費

総 務 費

土 木 費

衛 生 費

消 防 費

公 債 費

議 会 費

商 工 費

そ の 他

一般会計
140億8,359万円

　一般会計は当初予算で、140億1,480万円でスタートしました。

　これに10回の予算補正と平成25年度からの繰越事業費を合わせ、現

在の予算額となっています。

町　　　税

都 支 出 金

国庫支出金

繰　入　金

繰　越　金

地方消費税交付金

使用料及び手数料

地方譲与税

町　　　債

そ　の　他

歳  入

131億1,364万円
支出済総額

歳  出

予算現額

住民1人当たり
38万8,979円

※住民１人あたりの額は平成27年3月31日現在の人口（33，713人）で割った金額です。
※予算現額には予備費充用額を含みます。

住民1人当たり
37万4,117円

収入済額
予算現額
支出済額

（平成27年３月３１日現在）平成26年度 予算の執行状況

特別会計 予算現額 収入済額  （収入率％） 支出済額  （執行率％）
38億4,190万円
6億4,190万円
7億3,587万円
18億8,551万円
5億7,371万円

535万円
2,230万円
868万円
92万円

77億1,614万円

126億1,259万円

66億8,446万円
66億5,092万円

48億 331万円
45億9,007万円

23億6,514万円
20億4,302万円

5億8,646万円
5億4,089万円

1億7,079万円

1億1,066万円
　 6,835万円

3億8,499万円
3億8,474万円

1億1,615万円
　 7,426万円

22億4,137万円
18億7,353万円

12億2,446万円
10億　 63万円

14億 758万円
10億8,151万円

5億1,096万円
5億1,096万円

5億2,166万円
5億2,166万円

4億8,472万円
4億8,067万円

0万円
0万円

1億8,147万円
1億6,685万円

7,583万円
7,583万円

◆土　地‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥ 53万3,991㎡
◆建　物‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥8万7,727㎡
◆基金総額‥‥‥‥‥‥‥‥‥ 89億3,849万円

町の財産

38億  161万円
4億  560万円
6億4,907万円
18億2,434万円
5億6,851万円

146万円
1,100万円
265万円
41万円

72億6,465万円

(91.3)
(63.2)
(80.1)
(91.2)
(98.7)
(27.6)
(31.0)
(31.0)
(44.5)
(88.2)

(92.3)
(100.0)
(90.9)
(94.3)
(99.6)
(101.2)
(62.8)
(101.6)
(99.6)
(93.6)

41億6,330万円
6億4,190万円
8億  984万円
19億9,981万円
5億7,614万円

529万円
3,548万円
854万円
92万円

82億4,122円

◆普通会計事業債 52億 541万円
◆下水道事業債 22億1,452万円

町債の状況

‥‥‥‥‥‥‥‥

‥‥‥‥‥‥‥‥‥

国民健康保険
駅西土地区画整理事業
下 水 道 事 業
介 護 保 険
後期高齢者医療
殿ケ谷財産区
石 畑 財 産 区
箱根ケ崎財産区
長 岡 財 産 区
特別会計合計

1億7,551万円

12億9,657万円
14億 501万円

16億 285万円
18億8,089万円

22億5,547万円
18億4,105万円

国有提供施設等所在
市町村助成交付金等

7億5,108万円
7億5,108万円

※普通会計の対象は、一般会計と駅西土地区画整理事業会計です。

問合せ　企画課 　　557－7483

特別会計
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